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向性カップルに対する法的保護の現代的動向
と国際私法
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おわりに

はじめに

法的枠組においてどのようなカップルをどのように保護していくかという問

題は，家族法における重要な問題の一つである。一定の要件を備えた男女の結

合関係には，社会の最小単位である家族を作り出すものとして婚姻という法制

度を通しこれまで特別な保護が与えられてきた。しかし，この伝統的な婚姻制

度は，様々な理由からこれを望まないカップルが登場するとともに，離婚の増

大という危機に今日では直面している。その一方で，婚姻することを心から望

みながらもそれが許されてこなかったカップルが存在する。向性カップルであ

る。しかしながら近時では，法的保護を受けうるカップルは決して男女の結合

関係に限定されるのではなく，向性カップルもこれに含める必要性があると主

張され，どのような形でこれを実現するかが模索されはじめている。たとえば，

向性カップルに婚姻を認めることはできないが，登録パートナーシップという

婚姻に代替する法制度を認めて保護を図ろうとする国が欧米諸国を中心に増え

てきている。これをさらに一歩進め，婚姻までも同性カップJレに開放する動き

もみられる。

日本においても向性カップルの保護のありかたが問題とされはじめてはいる
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ものの，まだなおこれを法制度化するという段階にはない。しかし，諸国にお

ける向性カップルのための新たな法制度の導入は，日本においても渉外的観点

から検討すべき問題を生じさせる。本稿では，まず諸国の実質法および抵触法

におけるこれらの法制度の規律のあり方を概観し，これに続いて日本国際私法

上どのようにこの問題を取り扱うべきかを検討したいと考える(1）。

1 諸国の実質法の概観

向性カップルの保護に関しては，ヨーロッパ諸国と米国とでやや異なる形で

展開されているため，ここでは両者を分けて，諸国の実質法を概観することに

する。

(1) ヨーロッパ

ヨーロッパ諸国における向性カップルの保護のあり方は実に様々であるが，

内縁型，登録パートナーシップ型，婚姻型の三類型に分けることができる。ま

ず，婚姻外の異性の事実上の結合関係が法的効果を享受する限度で，向性のそ

のような結合関係にも同様の保護を認める諸国がある（2）。いわゆる内縁に向性

カップルをも含める内縁型である。これに続き，近時は，公的機関での登録を

経ることにより婚姻に準じた法的効果を事受できるようにする登録パートナー

シップ型を採用する国が目立つ。スウェーデンやノルウェーのように既に内縁

型の保護を認めている国がより保護を厚くするためこれを導入するケースもあ

るが，その多くは向性カップルに法的保護を与える初の法制度としてこれを導

入している。そしてさらに保護を徹底し，婚姻自体を同性カップルにも認める

婚姻型もごくわずかであるが存在する。

以下では，登録パートナーシップ型と婚姻型といった近時の新たな保護の仕

方を採用した立法を概観する。

（尚登録パートナーシップ型

登録パートナーシップ制度を世界で最初に導入したのは，デンマークである。

1989年に制定されたデンマークの登録パートナーシップ法（3）は，婚姻法の規定

を包括的に準用することにより，夫婦とほぼ同等の権利義務を向性カップルに
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帰属させる。パートナーらには相互に扶養義務があり，法定相続権もあり，財

産関係や氏に関しでも婚姻法の規定が準用される。また，税制面や社会保障面

においても配偶者と同等に扱われる。

このようなデンマークの登録パートナーシップ法に倣い， 1993年にノル

ウェー， 1995年にスウェーデン， 1996年にアイスランド， 2002年にフィンラ

ンドというように北欧諸国すべてにおいて向性カップルのための登録パート

ナーシップ法が施行されている（4）。各法律は類似点が多く，体系的にも内容的

にもほとんど異ならず，夫婦が享受するのと同等の法的地位を登録により同性

カップルに与えることを目的としている。養子縁組に関しでも，デンマーク，

スウェーデン，アイスランドでは，パートナーの一方が他方の実子と縁組する

ことが認められている（5）。

オランダでは， 1997年7月5日の登録パートナーシップに関する法律により

新たな規定が民法典に挿入され， 1998年1月1日より施行されている（6）。向性

カップルは，北欧諸国と同様に，これにより婚姻と基本的に同等の法的効果を

享受することができるが，異性カップルもまたこの制度を利用することができ

る点に大きな違いがある。また， 2001年4月1日より，養子が住所をオランダ

に有することなどを条件として，向性カップルが共同で養子縁組することを認

める法律も施行されている。

フランスでは， 1999年11月15日に民事連帯契約に関する法律が成立し，同

日より施行されている（7）。パートナーらは，民事連帯契約（いわゆる「パックス」）

を締結し，これが登録されることにより，相Eの援助義務や日常家事債務につ

いての連帯責任を負い，社会保障面，税制面で優遇措置を受けることになる。

しかし，身分法上の効果は規定されておらず，相続権も認められていない。ま

た，当事者の一方の婚姻や一方の意思（相手方および裁判所への書面での通知）

のみによっても解消が可能で，離婚と比べるとかなり容易に解消でき，解消後

の扶養なども考慮されていない。このようにフランス法上の登録パートナー

シップは，パードナー間（異性・向性を問わない）の財産関係を規律することを

主たる目的とし，婚姻と内縁の中間に位置する制度と理解されている。

ベルギーでは， 1998年11月23日に法定共同生活の導入に関する法律が成立
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し， 2000年1月1日より施行されている（8）。この立法の主眼も，フランスと同

様にパートナー聞の財産関係を規律することにおかれ，登録パートナーシップ

は明らかに婚姻よりも下位に位置づけられている。異性カップルもまたこれを

利用することができるが，ベルギー法は，「最小限のJ解決策で異性と向性の非

婚カップルの法的状況の平等化を図ろうとしたと評するものもある（9）。

スペインでは，連邦法としては登録パートナーシップに関する立法は実現し

ていないが(10），自治州であるカタルーニャ州では1998年10月23日より，ア

ラゴン州でも 1999年10月6日より登録パートナーシップ法が施行されてい

る（11）。パートナーら（異性・向性を関わない）は，相互の扶助義務と日常家事債

務についての連帯責任を負う。相続に関しては，カタルーニャ州では法定相続

権が同性カップルにのみ認められているが，アラゴン州ではまったく認められ

ていない。両法律ともに，夫婦と比べるとパートナーらには部分的な権利の享

受しか認めておらず，婚姻よりも当事者聞の拘束はゆるい(12）。

ドイツでは， 2001年2月16日に生活パートナーシップに関する法律が成立

し，同年8月1日より施行されている(13）。婚姻はあくまでも異性カップルのた

めの国家による特別な保護を受ける制度であるとして，婚姻を締結する道こそ

は同性カップルに聞かれなかったが，パートナーらは，登録により，婚姻によ

るのとほぼ同等の権利や利益を事受することができるようになった。

（ω 婚姻型
男女の結合関係のみに許された法制度として婚姻を向性カップルに認めず，

婚掘とは異なる法制度として登録パートナーシップを導入する国が多いなか，

遂に2001年4月1日よりオランダにおいて婚姻が向性カップルにも開放され

た。既述のとおり，オランダでは婚姻とほぼ同等の権利義務を認める登録パー

トナーシップが既にあるが，今後もこれを存続させるかについては2006年に判

断されるとのことである（14）。

そして，オランダに続き，ベルギーでも 2003年6月1日より向性婚が認めら

れている（15）。なおも父性推定や子の監護権・養子縁組などの親子法の領域にお

いては例外があるが，これにより同性カップルは異性カップルとほぼ同等の法

的地位を手に入れることが可能になった。ベルギーの登録パートナーシップは
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明らかに婚姻とは異なる制度であるため，婚姻と並存しうる制度として残され

ている。

(2）米国

ヨーロッパでは，向性カップルに一定の法的地位を与える立法によりその保

護が試みられてきたが，米国では訴訟によりこれを当事者が求める形で問題と

されてきた(IG)0 1971年に向性婚の認容を求める初の訴訟が提起され，その後

もいくつかの訴訟が提起されたが，すべて失敗に終わっている(17）。ところが，

1993年5月5日，ハワイ州最高裁判所は，向性婚の禁止はハワイ州憲法の平等

保護条項が禁止する性差別であり，違憲のおそれがあるとして事件を差し戻し

た（18）。この判決後，ハワイ州で成立した向性婚の承認を迫られることを恐れて，

多くの州が「婚姻擁護法（Defenseof Marriage Act）」の成立に賛同し，この連邦

法は1996年9月21日に異例のスピードで成立している（19）。同法は，合衆国憲

法第4編第1節の「十分な信頼と信用（fullfaith and credit) J条項により各州に

課されている他州の判決等を承認する義務を同性婚に関して免責することを目

的とするものである。同法に対して違憲の疑いを指摘するものもある倒。し

かし，現時点において約5分の4もの州が州憲法や州婚姻法を改正し，婚姻を

男女の結合関係のみに限定し，または向性婚を禁じる旨の規定を設けていると

のことである（21）。実際，ハワイ州においても，先の事件の差戻審で違憲判決が

だされたにもかかわらず凶，ハワイ州議会がこれに強い反対を表明し，向性婚

を禁止するために州憲法を修正したという倒。この憲法の修正を受けて，最終

的にハワイ州最高裁判所は1999年12月9日に州勝訴の判決を下している刷。

このような流れのなか，向性カップルのために婚姻制度に代替する制度とし

てパーモント州のシヴィル・ユニオン法が2000年に制定された。これはまさに

登録パートナーシップ型の立法である（25)0 カリフォルニア州においても同様

の法案が成立している（2005年1月1日施行）刷。しかし遂に，婚姻型の保護に

歩み出る州が登場する。マサチューセッツ州である。同州最高裁判所は， 2003

年11月18日に向性カップルの婚姻許可状の取得を可能にする措置をとるよう

にとの判決を下し， 2004年5月17日より同州では向性カップルに婚姻許可状
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が発行されている問。また，サンフランシスコ市では市長の独断で同性カップ

ルに婚姻許可状が発行され，カリフォルニア州最高裁判所でその合法性が争わ

れるなど（28），米国では向性カップルの保護をめぐる問題はなおも混沌とした状

況にある。

(3）小括

ヨーロッパと米国では，異なる形で向性カップルの保護の問題が浮上しては

いるが，ともに登録パートナーシップ型と婚姻型による保護が見受けられる。

登録パートナーシップ型の立法については，登録により一定の法的効果を与

えるという点で一括りにすることはできるが，さらにその立法目的や規律の内

容から二つに分けることができる。一方は，婚姻を同性カップルに認めること

はできないが，彼らにできる限り異性カップルと同等の法的地位を与えるため

に登録パートナーシップを婚姻とほぼ同列の法制度として規律する立法である

（北欧，オランダ，ドイツ，米国の一部の州）。他方は，登録パートナーシップを婚

姻よりも下位に位置づけ，夫婦が享受する権利の一部しかパートナーらに認め

ない立法である（フランス，ベルギー，スペインの州）。前者の登録パートナー

シップ型と婚姻型による保護のあり方にほぼ差異はないが（29），後者同様にあく

までも婚姻とは異なる制度として規律されている。国際私法の観点からは，こ

れらをどのように性質決定すべきかが問題となろう。

2 諸国の抵触法の概観

実質法上登録パートナーシップなどを導入した際に，それらの新たな制度の

ために抵触法的観点から立法を整備しなかった国もあれば，した国もある。以

下では，前者に属するフランスと後者に属するスウェーデン，ドイツ，ベル

ギー，スイスをとりあげる（30）。

(1) 特別な抵触規定を有さない国

フランスの登録バ｝トナーシップ（パックス）は，外国人も登録することが

可能である。それにもかかわらず（31），立法過程では抵触法的観点からの議論は



144 国際私法年報第6号（2004)

なされず（32），新たな抵触規定も設けられなかった。したがって，従来のフラン

ス国際私法の枠組において，この新たな法制度をどのように扱うかが問題とな

る。

学説においては，登録パートナーシップを契約ではなく，身分関係として性

質決定し，婚姻と同様に準拠法を決定する見解が有力である（刻。これによると，

たとえば実質的成立要件は各当事者の本国法に依拠し倒，身分法上の効果およ

び解消については共通本国法，共通常居所地法，法廷地法が段階的に適用され

ることになる。しかし，登録パートナーシップを導入している国がまだ少なく，

しかも各国で認められる効果が実に様々であることから，成立と効力とを同ー

の準拠法に依拠させる必要性が指摘され，両当事者の本国法をすべてに適用す

るとする見解も主張されている倒。同様の観点、から，登録パートナーシップの

ような法的結合については登録国法にすべて依拠させるとする見解や，北欧や

オランダのような婚姻類似の登録パートナーシップとフランスのような婚姻と

問視できない登録パートナーシップとを分け，前者については婚姻と同様に扱

うが，後者については成立・効力というように細分化せず，すべてを登録国法

に依拠させるとする見解もある倒。また，フランス民法515-1条がパックスを

契約と定義づけていることから，抵触法上も契約として’性質決定し， 1980年の

契約債務の準拠法に関するローマ条約を適用する見解もある（37）。

外国で登録されたパートナーシップのフランスでの承認については，たとえ

それにより認められる法的効果がフランス実質法上のそれよりも大きいとして

も，フランスにおいてパックスが認められた以上，公序にはもはや反しないと

する見解がある倒。

(2）特別な抵触規定を有する園

（司スウェーデン

北欧諸国の登録パートナーシップ法は，圏内に住所を有することなどを登録

の要件とする規定はあるものの側，渉外的な観点、からそれ以上の規定を有する

国は少ない。これは，登録パートナーシップ法自体が婚姻法の規定を包括的に

準用する立法技術をとっており，婚姻に関する抵触規定も原則として準用され
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ると解されるからである（40）。

もっとも，スウェーデンの登録パートナーシップ法には，いくつかの抵触規

定が含まれている。まず， 1904年の婚姻および後見に関する一定の国際的な法

律関係に関する法律の第l章4条乃至9条の規定を準用する旨の明文の規定が

ある（同法1章9条）。次に，登録要件については，当事者の国籍や住所にかかわ

らず，もっぱらスウェーデン法によるとする規定もある（1章3条4項）(41）。こ

れは，登録パートナーシップ制度を有さない国を本国とする外国人にパート

ナーシップを登録することを可能にするためである（42）。また，スウェーデンの

登録パートナーシップは，当事者の一方の死亡以外は裁判でしか解消できず，

解消については離婚に関する規定が準用されるが，スウェーデンで登録された

パートナーシップに関しては常にスウェーデン裁判所が管轄権を有することか

ら（2章4条），解消は法廷地法に依拠することになる倒。効力に関しては準用

されるべき婚姻法に明文の規定がないが，外国実質法が適用されることも想定

されており，登録パートナーシップを導入していない国の法律が準拠法となる

場合には準拠外国実質法の婚姻に関する規定を類推適用するとの考えも立法過

程で示されている｛制。

このようにスウェーデンは，自国で登録されたパートナーシップの成立およ

び解消については自国法によるとする規律方法をとっている。デンマークやノ

ルウェーもスウェーデンと基本的に同様である（45）。このような規律のあり方

は，そもそも自国で締結されたパートナーシップが外国で承認されることを期

待していないことから，少なくとも圏内ではこれをできる限り有効にするため，

自国法の適用や自国裁判所の管轄権を拡大しているとの指摘がある（46）。しか

し，北欧で一番最後に登録パートナーシップを導入したフィンランドでは，登

録要件についてはフィンランド法によるとするとともに，外国で登録された

パートナーシップも登録地で有効である限り承認するとの規定やパートナー

シップ解消の管轄についてもフィンランドで登録されたパートナーシップに限

定しない旨の規定が設けられている（47）。この点から，「登録パートナーシップ

制度の実質法的な普及を背景にして，自国法の適用についてだけ定める規律方

法から，双方的な規律方法へと若干踏み出している」との評価もみられる制。
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(b) ドイツ

ドイツでは，登録パートナーシップ法の制定の際，「登録された生活パート

ナーシップjに関する抵触規定も新たに設けられた（民法施行法17条b(49））倒。

国家により特別な恩恵を受ける法制度である婚姻とパートナーシップは，あく

までも違う法制度であるという考えのあらわれかと思われる。

17条bでは，成立・効力・解消のすべてにつき登録国法に依拠させている。

同性愛者に対する差別を除去するという登録パートナーシップ法の基本的構想

から， ドイツに長期間居住する外国人にもパートナーシップ締結の道を開くた

め，登録地が連結点とされた（51）。そして，登録パートナーシップの内容が諸国

により多様であることから，当事者の信頼を保護するために効力についても成

立と同じ準拠法が適用されることとなった倒。このような連結政策は，法的安

定性に資すると肯定的に評価されているが，たとえばドイツ法上のパートナー

シップの登録にあたっては，当事者の住所や国籍が要件とされないため，当事

者とドイツ法との聞に客観的な関連性がない場合にも登録国法ということのみ

でドイツ法が常に適用されることになり，他の家族法上の連結政策との異質性

も指摘されている（日）。また，今後の実質法レベルでの登録パートナーシップの

普及等により改正される必要性が近い将来生じると述べるものもある（則。

なお， 17条bでは「登録された生活パートナーシップJというドイツ実質法

の概念がそのまま国際私法上の単位法律概念として用いられている。しかし，

17条bは双方的抵触規定で外国実質法の適用も当然予定しており，ドイツ法上

の登録パートナーシップと等価性が認められるものがこれに含まれると解され

る（問。これに関しては，たとえば比較的弱い効果しか生じないフランス法上の

パートナーシップについては等価性を認めず，これを除外する見解がある（刻。

また，異性聞の登録パートナーシップについて， 17条bを直接適用することは

できないが，類推適用するとする見解（57）とそれをも否定する見解側とがある。

向性婚についても， 17条bを類推適用するとする見解｛弱）と婚姻に関する抵触

規定を類推適用するとする見解酬とに分かれている。オランダやベルギーの

向性婚については，これを本条の対象とする見解もあるが， 14条以下の婚姻概

念に包摂されるとする見解のほうが有力である刷。いずれの説にたったとし
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ても，その承認が公序に反しないかが問題となるが，一般に承認されるとする

見解と内国牽連性がない限り承認されるとする見解とが主張されている（刷。

(c) ベルギー

これまで包括的な国際私法典がなかったベルギーにおいても，ついに2004年

7月16日にこれが成立し，同年10月1日より施行されることとなった刷。そ

の第4章（開条一60条）では，第3章婚姻関係に続き，共同生活関係（relation

de vie commune）に関する規定が設けられている刷。

共同生活関係とは，「公的機関により登録をし，かつ，婚姻と同等の関係が共

同生活者間に生じない共同生活の状態」を指す（58条）。立法理白書（65）および

司法省の報告書側によると，婚姻と同等の関係が生じる共同生活関係は，第4

章ではなく，婚姻に関する第3章によるとされる。向性婚のみでなく，貞操義

務や婚姻障碍といった身分上の効果が生じる法制度も婚姻と解されているよう

であり，立法者により与えられた制度の名称よりも機能を重視しなければなら

ないと説明されている。その結果，ベルギーやフランス法上の登録パートナー

シップは第4章の対象とされるのに対し，ほほ婚姻と同等の権利義務を認める

スウェーデン法上の登録パートナーシップは，その効果面から国際私法上婚姻

として取り扱われるとされる。もっとも，スウェーデンと同じく婚姻とほぼ同

等の権利義務を認めるオランダ法上の登録パートナーシップについては，オラ

ンダ法が向性婚をも認めており，当事者があえて登録パートナーシップという

形態を選択している以上，登録パートナーシップとして国際私法上も取り扱わ

れるようである。

準拠法に関する 60条は， 2002年7月1日に元老院に提出された草案（67）の段

階とは異なる規定となっている制。草案では，共同生活状態を作り出す共同生

活関係と婚姻との社会的機能の類似性に着目し，また婚姻か共同生活関係かの

性質決定の問題を回避するため，基本的に婚姻と同様の規律が採用されてい

た（刷。たとえば，共同生活関係の実質的成立要件については各当事者につきそ

の本国法によるとされていた（草案60条1項）。しかし，これによると，当事者

の一方の本国法が登録パートナーシップ制度を有さない場合には，もはや有効

にこれを締結することできないことになる。それにもかかわらず，当事者がベ
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ルギーに共通の住所を有する場合には，その国籍にかかわらず，ベルギー法上

の登録パートナーシップを締結することができ，矛盾が生じる（70）。また，基本

的に双方的抵触規定により規律することが目指されていたにもかかわらず，草

案では，登録パートナーシップの効力と解消について登録国がベルギーである

か否かで区別し，前者についてはベルギー法を準拠法とし，後者については婚

姻に関する規定が準用されていた（71）。さらに，草案によると，成立・効力・解

消に各々異なる法律が適用されることになる面が危倶された（72）。

以上の問題点が考慮され，共同生活関係の成立から解消に至るまで，原則と

して登録国法を準拠法とするように最終的に変更された。もっとも，このよう

な修正に対しては，当事者がその後他国に移住した場合などには当事者と何の

関係もない法律を適用することになるといった問題があるとの指摘もあっ

た（73）。

(d) スイス

スイスにおいても，他のヨーロッパ諸国に倣い， 1999年4月より向性カップ

ルの登録パートナーシップに関する連邦法の立法作業が開始され，遂に2004年

6月18日に国会で可決された（問。基本的にドイツ型の登録パートナーシップ

が採用されており（75），新たにこれに関する抵触規定も設けられている（76）。

もっとも，国会で可決された法律が発効するには，その公布後100日以内に5

万人以上の署名を国民から得て（Referendum），国民投票（Volksabstinunung）が

請求されないことを条件とする。登録パートナーシップ法については，これを

不服とする政党によりこの手続が開始され， 2004年10月7日までに5万人の

署名を得る試みがなされている。

2001年の仮草案（Vorentwurf）の段階では，登録パートナーシップを導入し

ている国が少ないという婚姻との違いが重視され，婚姻の規律とは異なり，ス

イス法や登録地法を準拠法とする旨の規定が数多く設けられていた（問。とこ

ろが， 2002年11月29日の政府草案（抵触規定についてはその後修正なし）(78）で

は，登録パートナーシップに対する認識に変化がみられる。つまり，政府草案

では，登録パートナーシップ制度を有する国が少なく，その内容も様々である

が，近い将来もっと多くの国々がこの制度を導入するということがその出発点
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とされている（均）。このような観点から，今日の人の移動の活発さを考慮しない

登録地への連結ではなく，むしろ婚姻と同様に，当事者と最も密接な関係を有

する住所地を第一次的な連結点とし，成立・効力・解消に至るまですべて基本

的に婚姻に関する抵触規定を準用している。また，他のスイス国際私法の規定

の規律方法と合致する点も強調されている（則。もっとも，準拠外国実質法に登

録パートナーシップに関する規定がないことも当然考えられるので，そのよう

な場合のために補充的にスイス法を準拠法としたり，スイス裁判所に管轄権を

認めたりする規定も設けられている。

仮草案の段階では，登録パートナーシップとは，「官庁で登録され，かつ，民

事法上の身分（Zi・由 tand）に効果を有する向性の二人の者の相互に責任を負う生

活共同体であるjとの定義規定が設けられていたが（65条a），政府草案ではこ

のような定義規定はない。同性婚については，新たに挿入された45条3項によ

り，これが登録パートナーシップとして取り扱われることが明白になった則。

これに対して，フランス法上のパックスのような民事法上の身分に対する効果

が生じない法制度は登録パートナーシップと認められず，それぞれ問題となる

法律効果につき連結させると考えられているようである倒。また，異性聞の登

録パートナーシップであっても，第3章aの適用対象となるとする見解もあ
る（83）。

(3）小括

以上，諸国における抵触法上の規律のあり方をみてきた。フランスのように

登録パートナーシップ固有の抵触規定を設けなかった国もあるが，登録パート

ナーシップを導入した国の多くはその際に抵触法的観点からも立法を整備して

いる。その理由の一つは，婚姻と登録パートナーシップとは異なる法制度であ

るという認識にある。そしてまた，ほほ万国で認められている法制度である婚

姻と違い，まだあまり普及していないこの制度に基づくパートナー聞の関係に

法的安定性を与えるためでもあろう。

このような諸国の抵触法上の規律方法には，登録パートナーシップを導入す

る国が徐々に増えてきたことにより変化がみられる。まず，スウェーデンのよ
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うに，この制度を有する国がヨーロッパにおいても極少数である頃には，自国

法の適用される場合のみを規定する一方的抵触規定を設けることにより，少な

くとも国内ではこの制度が意義を有するように規律することが試みられた。そ

の後，徐々に導入する国が増えていくが，今度はその内容にかなり相違がみら

れることから，できる限り登録パートナーシップ締結の道を確保するとともに，

当事者が締結時に望んだ形態での効果を与えなければならないという問題が浮

上する。これを解決するために考えられたのが，成立・効力・解消にいたるま

ですべて登録国法によるとするドイツやベルギーの規律方法である。オランダ

においても，法務大臣から委託を受けた委員会により登録パートナーシップに

関する国際私法典の試案が既にだされており，基本的にパートナーシップの成

立・効力・解消のすべてにつき登録国法に依拠させられている（制。しかし，登

録パートナーシップが婚姻と同様に通常は長期間継続する関係であることから，

登録国法主義には当事者がもはや登録地と客観的関連性を有さない場合にもこ

れを適用することになるという問題点がつきまとう。このような問題点を克服

するために，また近い将来登録パートナーシップ制度がもっと普及することを

見込み，スイスのように，婚姻と同様に当事者の属人法に依拠させる立法も登

場している。このようにこの制度をいかに規律するかは，制度の普及と非常に

大きな関係があるといえる。

また，導入された登録パートナーシップに認められる法的効果，そしてその

位置づけが各国で異なることから，他国の登録パートナーシップや同性婚をい

かに性質決定すべきかという難しい問題が生じている。スイスのように，向性

婚はスイス法上の婚姻とは認められないとの考えのもと，これを登録パート

ナーシップとみなすとする規定をおき，部分的に立法により解決を図ったもの

もある。しかし，ほとんどの国はそのような規定を設けておらず，解釈に委ね

られており，様々な見解が主張されていることは前述のとおりである。日本国

際私法上も当然同様に性質決定が問題となる。もっとも，各国での性質決定に

関する議論は，自国で婚姻がどのように捉えられ，登録パートナーシップがど

のような制度として導入されたかという点とも非常に密接に関連しているとも

いえる。そのため，これらの制度を導入していない日本では，また異なる結論
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となり得ょう。

3 日本国際私法の観点からの検討

登録パートナーシップや向性婚は，その内容は諸国により様々であるが，純

粋な財産関係に帰する共同体ではなく，一定の感情的・精神的な結合に基づく

共同体であり，家族法上の制度であるといえる。したがって，登録パートナー

シップや向性婚が日本で問題となる場合には，法例において家族法上のカップ

ルのための法制度として唯一規定されている単位法律関係である「婚姻jにこ

れが包摂されると解することがまず考えられる（85）。

婚姻が比較的に万国に共通する法制度であることから，国際私法上これがど

のように性質決定されるかについて言及しているものはほとんどない。日本民

法上は，明文の規定はないものの，婚姻の当事者が性別を異にすることを当然

の前提としている（鉛）。しかし，国際私法上の単位法律概念と実質法上のそれは

一致する必要はなく，前者は後者よりもより柔軟に解すべきであるとされるこ

とから，婚姻は男女の結合関係に必ずしも限定されないと考えることもできょ

う。また，少なくともオランダやベルギーでの同性婚については，これが本国

で従来認められてきた伝統的な婚姻として位置づけられている。以上のことか

ら，これらの向性婚については，日本国際私法上，婚姻の問題として処理すべ

きであると考える。

これに対して，登録パートナーシップについては，これを婚姻とほぼ同等の

効果を認めるものに限定したとしても，婚姻と性質決定することができるかは

疑問である。なぜなら，そもそも登録パートナーシップは，婚姻をすることが

できない者たちのための婚姻に代替する制度として作られたものであり，本質

的に婚姻とは性質を異にするものとして位置づけられているからである。これ

に認められる法的効果がたとえ婚姻と同等で、あるとしても，婚姻の概念にこれ

を含めることはやはりできないと解すべきであると思われる。

それでは，条理により登録パートナーシップという独立の単位法律関係を認

めるかであるが，これを考える前に，内縁と同様に扱うことが可能かを検討す

る必要があろう（問。内縁を男女の結合関係に限定した表現をとるものもある
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が｛舗），既述のとおり，実質法上の概念に拘泥する必要はなく，これを広く解釈

し，向性の関係をも含めることは可能かと思われる。多数説は，解釈により内

縁という独立の単位法律関係を設定し，統一的な法制度として準拠法を考え

る（鈎）。そして，実質的には婚姻共同体でありながら，婚姻の形式的成立要件を

充足していないために法律上正式な婚姻と認められない結合関係を内縁と性質

決定する。もっとも，さらにこれに婚姻に準じる法律上の効果が認められるこ

とを要するか否かで見解の対立がある倒。このような見解の対立は，ベルギー

やフランスなどの比較的弱い効果しか認められない登録パートナーシップにつ

いて関係してくるようにも思われる。しかし，準婚的効果が認められない結合

関係を事実婚として内縁から区別しようとする見解が主張されるのは，事実婚

の場合に当事者が婚姻の法的効果が生じないことを望んでいる点に着目するか

らである（91）。登録パートナーシップの場合には，フランスのユニオン・リープ

ル（凶onlibre）などと異なり，明らかに当事者はなんらかの法的効果を求めて

いるのであり，それに婚姻に準じた効果を与えるか，婚姻よりも下位にあるも

のとして制限的な効果しか認めないかは各国の立法政策である。したがって，

多数説のいう内縁に登録パートナーシップが含まれると解することは可能であ

ると思われる。

しかし，多数説によると，内縁は，婚姻に準じて成立・効力・解消とに分け

られ，原則としてそれぞれ婚姻に関する規定が類推適用されることになる倒。

そこで，これが登録パートナーシップについても妥当であるかが問題となる。

本稿1でもみてきたとおり，登録パートナーシップが現時点では婚姻ほどに万

国共通の制度でないことから，ある国で登録されたパートナーシップに他国法

上の登録パートナーシップに付随する効果を認めることは，場合によっては当

事者の信頼を害することにもなりかねない。そのため，婚姻に準じて成立・効

力・解消というように細分化して準拠法を決定することは適切でないといえ

る（93）。また，成立の準拠法と効力の準拠法とが異なるとすると，効力の準拠法

上婚姻あるいはそれに類似する制度が複数存在する場合そのいずれを適用すべ

きかの判断が困難となるといった問題も指摘されている（則。

したがって，登録パートナーシップについては，公的機関への登録により婚
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姻に準じた法的効果を享受する結合関係（異性・向性を問わない）と性質決定し，

法例23条によりすべて包括的に当事者の本国法が適用されると解すべきであ

ると考える。もっとも， 23条によるとした場合には，当事者が複数あるため，

当事者の国籍が異なる場合には結果的に累積的適用となり，双方が認める範囲

でしか登録パートナーシップが許容されないことになる。しかしながら，日本

においては実質法上このような法制度を導入しておらず，これを採用している

国ですら他国での承認を期待せず，肢行的法律関係が生じることを認識してい

る現状からすると，やむを得ないと思われる。なお，内縁についても，同様の

観点から一般的に23条により当事者の本国法によるべきであるとの見解も主

張されており（95），このような立場にたてば，別途登録パートナーシップという

単位法律関係を設定することは不要となろう。

以上のような私見によれば，たとえばオランダ人男性とベルギー人男性聞の

婚姻は，当事者双方の本国が同性婚を認めることから，有効に成立することに

なる。そこで，問題となるのが公序である。前述のとおり，日本民法上，向性

婚は許されないため，このような同性婚は，日本の私法的社会秩序を害すると

も考えられる。しかし，今日においては，向性聞の結合関係自体が公序良俗に

反するとみなされることはないと思われる。たとえば，近時では，夫婦の実質

を伴う向性聞の結合関係に婚姻法的利益の付与を拒否する合理的根拠があるの

かという問題提起がなされたり（%），真に夫婦になる意思に基づいて生活関係を

形成する同性カップルについては事実婚的内縁ないし準婚的保護も可能である

とする考えも主張されている（97）。それゆえ，外国法が向性カップルに婚姻と同

等の保護を認めるとしても，婚姻挙行地が日本であるなどの内国牽連性がない

限り，公序に反するとは解されないと思われる（98）。

最後に，これらの新たな法制度のために抵触法上規定を整備する必要がある

かであるが，まだなおその状況には至っていないと考える倒。既にみてきたと

おり，登録パートナーシップのために新たな抵触規定を設けた国は，向性カッ

プルに対する差別の除去という登録パートナーシップ法の目的を徹底させるた

め，外国人にもこの制度を利用することを可能にし，自国の法制度が渉外的な

場合であっても意義を有するように抵触規定を制定したともいえる。そして，
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そのような国でさえも，登録パートナーシップがまだあまり普及した制度でな

いことから，異質な形での規律方法を採用するしかなく，諸国の動向次第で改

正される可能性もすでに指摘されている。したがって，実質法レベルにおいて

このような制度が目下のところ立法される状況になく（100），向性カップルの保

護に関する議論も十分になされているとはいえない日本においては，まだ立法

論的解決を図る段階ではないであろう。

おわりに

本稿では，欧米諸国を中心に，近時導入する固が増えている登諒パートナー

シップや向性婚などの新たな法制度を日本国際私法上どのように取り扱うべき

かを検討してきた。向性カップルに対する差別を除去し，保護を与えようとす

るこのような動きは，もはや欧米諸国のみにとどまらず，アジアにおいても台

湾で登録パートナーシップの導入が考慮されているとのことである。

このようななか，日本では， 2002年5月，海外で日本人が外国人と婚姻する

際に必要となる婚姻要件具備証明書に関し，法務省が婚姻の相手である外国人

の性別を記載するように通知するとともに，相手が向性である時は証明書を交

付するのは相当でないとする旨の通達をだしている（101）。これは，向性婚を認

める外国でそのような婚姻をしようとする日本人のために日本で婚姻要件具備

証明書が交付されたケースが法務省により l例把握されたことを受けての対応

であり，この通達によりこれまでなかった相手の性別記入欄も新設されたとい

つ。

しかし，向性婚を認める国で日本人がこれをすることができるかどうかは，

その国が判断すべき問題であり，そのような日本人の向性婚が日本で承認され

るかどうかはまた別の問題であることに注意しなければならない。私見によっ

ても，向性婚の成立要件は法例13条によるため，日本国際私法の観点からも日

本人は向性と婚姻することはできないわけであるが，婚姻要件具備証明書の交

付の拒絶は，少し行き過ぎのように思われる。向性婚や登録パートナーシップ

を認める国々が，当事者の本国においてこれが認められず，蹴行的な法律関係

となるのを承知のうえで，向性カップルに対し保護を与えようとしている以上，
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日本では認められないとすることで十分であり，そのような国での向性婚の締

結までも匝害する必要はないのではなかろうか。このように考えると，法務省

による婚姻要件具備証明書の交付の拒絶という措置は，向性カップルに対する

差別を除去し，異性カップルと同等の保護を可能な範囲で、認めていこうとする

世界の動向と逆行しているようにも感じられる。

今や家族は多様化の時代である。日本においても，法がどのような形で家族

と関わっていくべきかを見直すべき時でもあるといえよう。

(1) 登録パートナーシップに関する諸国の実質法および国際私法の立法例や議論を紹

介し，立法論的検討を加えるものとして，中西康『法例の見直しに関する諸問題（4）』

法例研究会編NBL89号（2004)52頁以下がある。なお，向性カップルの保護をめ

ぐる諸国の動向は非常にめまぐるしく，本稿で述べる内容は脱稿時の2004年8月末

の時点までのものである。

(2) たとえば，スウェーデンやノルウェーである（P巴ter~opffel/ Jens M. Scherpe, 

Gleichgeschlechtliche Lebensgemeinschaften im Recht der nordischen Lander.，加：

Hrsg. MPI, Die Rechtsstellung gleichgeschlechtlicher Lebensgeme凪scha此en(2000), 

S.Sf., 13; Dorr由liqueJakob, Die eingetragene Lebenspartnerscha此加Internationalen

Privatrecht (2002), S.l 7ff.）。フランスでも，内縁を「安定し，かつ，継続的な共同

生活を営む異性または向性聞の二人の事実結合であるJと定める新たな規定が登録

パートナーシップ制度（いわゆるパックス）を導入する際に 1999年に挿入され（民

法515-8条），これにより，異性の内縁カップルに判例が認めてきた法的保護を向性

のカップルも享受できることが明確になった (Fred創 queFerrand, Die Rechts-

stellung gleichgeschlechtlicher Partnerschaften in Frankreich，加： Hrsg.MPI, a.a.O., 

S.116ff.）。

(3) 1989年6月7日成立，同年10月1日施行。・Vgl. Andreas Wacke, Die Registrierung 

homosexueller Partnerschaften in Danemark, FamRZ 1990, S.347ff ; Erick Jayme, 

Dii.nisches Partnerschaftsgesetz und internationales Privatrecht, IPRax 1990, S.197; 

Dopffel/ Scherpe, a.a.O. (2), S.lOff.; Jakob, a.a.O. (2), S.20ff.; Philipp C. Rather, Der 

Schutz gleich・山ldverschiedengeschlechtlicher Lebensgemeinschaften in Europa 

(2003), S. 266ff. 

ω）北欧諸国に関しては， Dopffel/Scherpe, a.a.O. (2), S.7ff.; Jakob, a.a.O. (2), S.15ff.; 
Rather, a.a.O. (3), S. 277町，292ff.；木下淑恵「同性愛カップルのパートナ一法Jジ．ユ
リ1051号（1994)77頁，菊地和典「市民権を得た同性愛結婚（スウェーデン・ア
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メリカ）Jケ研242号（1995)227頁以下，菱木昭八郎「スウェーデン向性婚法J
ジュリ 1056号（1994)137頁以下，同「スウェーデン向性婚法J専法63号 (1995)
133頁以下，神前禎「スウェーデン国際私法の現状一他の北欧諸国にも言及しつつ

-J国際私法年報4号（2002)51頁以下等参照。
(5) Jakob, a.a.O. (2), S.25; Rather, a.a.O. (3), S. 270；神前・前掲（4)62頁。人工授精を

認めるかどうかについては北欧諸国でも若干相違がある。各国の状況については，

Rather, a.a.O. (3), S. 277ff, 292丘，298参照。

(6) Walter Pintens, P訂tnerschaftim be.抱ischenund niederlandischen Recht, FamRZ 

2000, S.74ff.; Jakob, a.a.O. (2), S.33ff.; Rather, a.a.O. (3), S. 272ff；渡遁康彦「ドイツ・

オランダJ比研65号（2003)101頁以下。
。） 山口龍之「フランス新家族制度・民事連帯協約（PACS）についてJ沖法21号
(1999) 1頁以下，林瑞枝「フランスのカップル法制の行方『連帯の民事契約（パッ

クス）』法案の波紋」時の法令1959号（1999)68頁，同「フランスの『連帯の民事

契約（パックス法Hーカップルの地位」時の法令1610号（2000)56頁，同「パー

トナー関係法の展開一フランスの連帯民事契約が示唆するもの」法時74巻9号

(2002) 33頁，フイリップ・ジェスタッツ（野村豊弘他訳）「内縁を立法化するべき

か一フランスのPACS法についてJジュリ 1172号（2000)98頁以下，力丸祥子「民
事連帯協約法の成立をめぐって」比雑33巻4号（2000)127頁以下，松｝｜｜正毅「PACS

について（1）～（8）」際商28巻3～10(2000），本山敦「フランス」比研65号（2003)

等参照。

(8) Pintens, a.a.0. (6), FamRZ 2000, S.70ff. 

(9) Pintens, a.a.O. (6)., FamRZ 2000, S. 70. 

制 連邦法においては，賃借権については向性の内縁カップルにも夫婦と同等の権利

を認める規定が存する。もっとも，近時，非婚のカップルの規律をいかにすべきか

について，登録パートナーシップの導入も視野に入れて国会で議論されている（Su-

sanne Schlenker, Die Stell田ig gleichgeschlechtlicher Lebensgemeinschaften in 

Spanien und in spanischen Teilrechtsor也mngen,in: Hrsg.MPI, a.a.O. (2), S 146ff.; 

Jakob, a.a.O. (2), S.8lf.）。

QO Schlenker, a.a.O. QO), S.153丘；Jakob,a.a.O. （乱S.83ff.

Q2) Jakob, a.a.O. (2), S.94; Meinhard Forke此， EingetrageneLebenspartnerschaften im 

deutschen IPR: Art.l 7b EGBGB (2003), S.301. 

Q3) 驚藤純子「同性愛者のための『人生パートナーシツプ法』の制定」ジユリ 1200

号（2001)200頁，渡遺康彦「同性の生活パートナーシップとは？ードイツ生活パー

トナーシップ法成立をめぐる議論ーJ徳島文理大学研究紀要62号（2001)81頁，
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同「ドイツ生活パートナーシップ法施行後の状況J同64号（2002)53頁，同「生

活パートナーシップに関する 2002年7月17日連邦憲法裁判所判決について」同65

号（2003)25頁以下，戸田典子「人生パートナーシップ法一同性愛の『結婚』を認

めたドイツ」外国の立法212号（2002)20頁以下，同訳「向性の共同体『人生パー

トナーシップ』への差別を廃止するための法律J同212号（2002)31頁以下，三宅
利昌「向性カップルの法的保護についてードイツの登録生活パートナーシップ法を

中心として」創法32巻1・2号131頁（2002），ハインリッヒ・デルナー／野沢紀

雅・宮元ともみ訳「ドイツ法における生活パートナ一関係一法的差別の終駕」野沢

紀雅・山内惟介編訳『ドイツ民法・国際私法論集J19頁以下（中央大学出版部，

2003）等参照。

ω 婚姻と登録パートナーシップとの相違点は，後者についてはオランダに住所を有
する養子との縁組しか認められない点ぐらいである（人工授精の利用に関しでも相

違はない）。それにもかかわらず，婚姻ではなく，登録パートナーシップを選択する

異性カップルが予想以上に多く，この点から必ずしも登録パートナーシップが廃止

されるという結論にならないであろうとの指摘もある（Jakob,a.a.O. (2), S.49f.）。

Q5) Forkert, a.a.O. Q2), S.53f.; Walter Pintens/Jens M. Scherpe, Gleichgeschlechtliche 

Ehen in Be!gien, S凶Z2003, S.321丘

Q6) Harry D. Krause, U.S.AmericαηLα.won Sαηie-Sex Mα作tα~ge, Formαl undlnjor-

ηzαt Sαηie・SexαndHeterosexual Gohαbitat勿nArrαπgのnenお， αηdSαme-Sex Re-

latめnships,in: Hrsg. MPI, a.a.O. (2), S.188ff.; Krause, Mαrriage for the New Mil必η－

n仰m:Heterosexu叫 SαmeSex-Or NotαtAll? 34 F.馴.L. Q. 271 (2000); 鈴木伸

智「アメリカ合衆国における向性婚と家族J青山社会科学紀要25巻2号 (1997)
27頁以下，同「向性のカップルに対する法的保護－ From Bαkerto Bαker-J育

法44巻4号（2001)242頁以下，中西・前掲(1)57頁以下等参照。

仰鈴木・前掲Q6）青法44巻4号241頁以下参照。

側 Baehrv. Lewin, 852 P. 2d 44 (Hawaii 1993）.鈴木・前掲側育法44巻4号232頁以

下，君塚正臣「最近の判例」アメリカ法1998年94頁参照。

仰 ヘルマ・ヒル・ケイ／棚村政行訳「抵触法における向性婚一提案されている婚姻

擁護法についての検討ーJ『21世紀の民法』 831頁以下（法学書院， 1996）参照。

側 SeeKramer Laロy,sαme-Sex Mαrriα.ge, Conflict of Lαws，αnd the Unco加 titu-
tioηαl Public Policy Exception, 106 Y品 EL.J. 1965 (1997). 

。。 Jakob,a.a.O. (2) , S.97f. 
仰君塚・前掲側94頁以下，鈴木・前掲帥育法44巻4号230頁以下参照。

倒 Jakob, a.a.O. (2), S.98；鈴木・前掲仰青法44巻4号227頁参照。
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帥鈴木・前掲Q6)育法44巻4号227頁以下参照。

回 同法およびその制定までの過程については，鈴木・前掲側育法44巻4号227頁以

下， Jakob,a.a.0. (2), S.lOlff.; h句：A伽ww.lambdale酔l.org/cgi-bin/iowa/issues/re-

cord?record=23&class= 11参照。サンフランシスコ市をはじめとする地方自治体で

は，向性・異性の非婚カップルの関係を承認し，改善するためのドメスティック・

パートナ一条例が制定されている。しかしながら，これらは，登録した者に雇用上

夫婦と同等の優遇措置を認めるなど主として社会保障法上の権利を与えるもので，

民事法上の効果はまったくない。そういった意味で，ヨーロッパにおける登録パー

トナーシップと同視できない（Jakob,a.a.0. (2), S.99f.；鈴木・前掲倒育法44巻4号

60頁）。

側 http://www.lambdalegal.org/cgi-bin/iowa/documents/record?record=l320参照。

的 440Mass. 309, 798 N.E.2d. 941.婚姻許可状を求める向性カップルが長蛇の列を

作ったとの報道は記憶に新しい（毎日新聞2004年5月18日日刊）。

鋤 htゆ：／／www.sukotan.com/news/topics.h凶枇opics_04参照。

側中西・前掲（1)58頁も参照。

側米国の抵触法の状況に関しては中西・前掲（1)59頁以下，ヘルマ／榔村訳・前掲

棚田l頁以下参照。なお，パーモント州のシヴィル・ユニオンについても，合衆国

憲法の「十分な信頼と信用J条項および婚姻擁護法の適用にあたっては向性婚と同
様に扱われることから，向性婚に関する議論がそのまま妥当するであろうとの指摘

がある（Jakob,a.a.0. (2), S.llOf.）。また，米国における州際私法上の議論は，原則

として国際私法の局面にも妥当するとされるが，「十分な信頼と信用j条項は国際的

関係において適用されないことから，各州の公序に反するかどうかが主として問題

となる。

C3D フランス国籍を要件とする規定はなく，外国においてフランス外交官または領事

の面前でパックスを締結しようとするときにのみ，少なくとも一方当事者がフラン

ス国籍を有することが必要とされる（民法515・3条8項）。また，フランス人とパッ

クスを締結した外国人は，通常より容易に滞在許可を取得できるとする旨の規定も

ある（1999年11月15日の法律99－倒4号12条により改正された 1945年11月2日

の法律45-2658号12条bis）。

倒 ChanteloupHel色ne,Menus propos autour du pacte ci:司Ide solidarite en dro比inter・

national prive, Gazette du palais 2000, p.1715. 

倒 Chanteloup,op.sit倒，p.1718;Muriel Josselin-Gall, Quelques elements de droit in-

ternational prive, La Sernaine Juridique Notariale et Irnrnobili色re2000, p.492; Pieπe 

Mayer/ Vmcent Heuze, Droit international prive, 7e edition (2001) p.363 s.フランス
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における学説の状況についてはAndreHuet, La Separation des concubins en dro抗in-

ternational prive, in: Des concubinages，目tudesoffertes a Jacqueline Rubellin・Devi-
chi (2002), p.541 s.; Jakob, a.a.O. (2), S.61ff.；中西・前掲（1)59頁等参照。

倒各当事者の本国法によると，一方当事者の本国法が登録パートナーシップ制度を

有さない場合には，パックスが締結できなくなる。そこで，フランス法が外国人に

もパックスを認めていることから，法廷地法たるフランス法を適用するという見解

も主張されている（Cぽ・o!ineDeneuville, Le parten釘iata et即 iger,Droit &Patri-
mo恒久No.81(2000), p.70 s）。

師 Mayer/Heuze, op.cit倒，p.364.

倒見解の対立している状況についてはHeut,op.cit.倒，p.544s.参照。

的 MarielRevillard, Le pacte ci'叫Ide solidarite en droit international prive, Defrenois 

n。6/2000p.340 s. 
側 Deneu叫且e,op. cit.倒，p.70.

側 当初は，登録のみを求めて多数の同性愛者が訪れることが懸念され，パートナー

シップの登録の要件として，少なくとも当事者の一方が登録国の国籍を有し，かつ，

登録国に住所を有することを要件とする北欧諸国が多かった（デンマーク，ノル

ウェー，スウェーデン）。しかし，まずデンマークがこの要件を緩和し，当事者の一

方が自国に住所を有する自国民である場合に加え，スウェーデン，アイスランド，

ノルウェー等の国籍を有する者も自国民と同様に扱うとともに，当事者の一方が2

年以上自国に住所を有することでも足りるとした。スウェーデンおよびノルウェー

もデンマークとほぼ同様の方向で要件を緩和し（スウェーデンではさらにオランダ

国籍を有する者も自国民と同様に扱われる），アイスランドやフィンランドでもほ

ぼ同様の要件が設けられている（Jakob,a:a.0. （乱S.21ff.;Forkert, a.a.O. Q2), S.50f., 

lOlf.; I泊chaelBogdan, Amendment of Swedish Private Interτ1ational Law regarding 

Registered Partnerships, IPRax 2001, S.353f.；神前・前掲（4)61頁以下参照）。

帥 Forkert,a.a.0. Q2), S.102; Jakob, a.a.O. (2), S.29. 

ω 条文訳については， http://www7.plala.o吋p/hishiki/（菱木スウェーデン研究所ホー
ムページ）スウェーデン向性婚法条文訳参照。

帥 Jakob,a.a.0. (2), S.30 Fn.97. 

帥 Bogdan,a.a.O.倒，S.56;Jakob, a.a.O. (2), S.31. 

帥 Bogdan,a.a.O.倒，S.57;Jakob, a.a.O. (2) S.31 Fn.101. 

帥 Jakob,a.a.0. (2), S.31; Forkert, a.a.O. Q2J, 851. 

倒 Jakob,a.a.O. (2), S.32f. 

師神前・前掲（4)63頁。



160 国際私法年報第6号（筑氾4)

網中西・前掲(1)59頁。

倒第17条b 登録された生活パートナ｝シップ

(1) 登録された生活パートナーシップの締結，一般的及び財産的効力並びに解消は，

登録をした固の実質規定による。登録されたパートナーシップの扶養法上及び相

続法上の効果は，一般規定により準拠法となる法律による。ただし，その法律に

よれば，生活パートナーシップにより法律上扶養を受ける権利又は法律上相続す

る権利が生じないときには，その限りにおいて前段の規定を準用する。

(2) 第10条第2項及ぴ第17条aの規定は，生活パートナーシップについて準用す

る。生活パートナーシップ法第8条第1項の規定は，圏内にある動産について，

及ぴ生活パートナーシップ法第8条第2項により準用される民法第1357条の規

定は，生活パートナーシップの一般的効力が外国法による場合において，これら

の規定が善意の第三者にとって外国法よりも有利なときは，圏内で行なわれた法

律行為について適用する。

＠） 同ーの者の聞で複数固において登録された生活パートナーシップがあるときは，

最後に締結した生活パートナーシップが，その締結の時から第1項に掲げる効力

及ひ効果の基準となる。

(4）外国で登録された生活パートナーシップの効力は，民法及ぴ生活パートナー

シップ法が定める範囲を超えない。

側拙稿「ドイツにおける家族をめぐる新たな立法」同法54巻5号（2003)36頁以

下， HeinrichDomer, Recent Developments伽 GermanP：付加telnternatめ加tLαω 

国際私法年報4号（2002) 2頁以下，中西・前掲(1)57頁以下等参照。

制 BT-Drucks. 14/ 3751, S.60.当事者の共通常居所地法を準拠法とすることも考えら

れたが，一方当事者が外国から移り住んで来た者である場合が考慮された。

開 BT-Drucks.1413751, S.60. 

倒 RolfW:噂 ter,Das neue Internationale Privat-und Ve由hrensrechtzur einge回 ge-

nen Lebenspartnerscha此， IPRax2001, S.292f.; Jan Kropholler, Internationales Priva-

trecht, 5.Aufl. (2004) S.339; Domer, op.cit.側，p.5.

~ Wagner, a.a.O.倒，S.292f.;Dieter Henrich, Kollisionsrechtliche Fragen der eingetra幽

genen Lebenspartnrschaft, FamRZ 2002, S.144; Forkert, a.a.O. Q2), S.331f. 

伺 BT・Drucks.14/ 3751, S.60. 

冊 RembertSill3, Notarieller Gestaltungsbedarf bei eingetragenen Lebenspartner-

scha此enmit Auslii.ndem, DnotZ 2001, S.173f.; Henrich, a.a.0.倒，S.143.

開 W昭ner,a.a.0.倒，S.292;Jakob, a,a.O. (2), S.215f.拙稿・前掲帥59頁注16も参照。

倒 Forkert,a.a.O. Q2), S.65ff. 
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$fb He町ich,a.a.0. ~. S.137f.婚娼に関する抵触規定によると，当事者の本国法が向性

聞の婚姻を認めない限り，これが無効となることを理由とする。

側 M釘伽 Gebauer/Ansg釘 Staudinger,Registrie巾 Lebensgemeinschaftenund die 

Kapplungsregel des A此.l7b Abs.4 EGBGB, IPRax 2002, S.277; Handkommentar-

Lp釘tG／阻el,l.Aufl. (2001), Art.17a EGBGB Rz.68. 

制前者として， Henrich,a.a.a.帥，S.18;Johannes Wasmuth, EheschlieBung unter 

Gleichgeschlechtlichen in den Niederlanden und deutscher ordre public, in: FS Kegel 

(2002), S.239ff.後者としてForkert,a.a.0. Q2), S.74ff.; Anne Rathel, Gleichgeschlecht-

liche Ehe und ordre public, IPRax 2002, S.496ff.およびS.498Fn.23の文献を参照。

御前者としてWasmu出，a.a.a.帥，S.247ff.，後者としてR柑tel,a.a.0.制， S.498ff.;

Forkert, a.a.a. Q2), S.81ff. 

師同法 140 条の経過規定および2004 年 7 月 27 日ベルギーの官報（http：／／•附w.

mo：凶teur.be/より入手可能）への同法の掲載により，同年10月1日からの施行とな

る。本法案の審議過程については，ベルギー元老院ホームページ（h悦p://www.sen-

ate.be/www/web耐ver?Mlval=index_senate&M=l&LANG=fr）参照。国会で可決され

た条文はhttp://www.moniteur.be/またはhttp://www.ipr.be/fr_index.h加叫から入手可

能。

倒第4章共同生活関係

第開条 「共同生活関係Jの概念
本法において「共同生活関係」とは，公的機関により登録をし，かつ，婚姻と同

等の関係が共同生活者聞に生じない共同生活の状態をいう。

第59条共同生活関係に関する国際裁判管糖

①第42条の規定〔筆者注：婚姻関係に関する国際裁判管轄〕は，共同生活関係

に関するすべての訴えについて準用する。

②共同生活関係の締結の登録は，当事者がその締結時にベルギーに共通の常居所

を有する場合にのみ，ベルギーですることができる。

③共同生活関係の解消の登録は，その関係の締結がベルギーで登録されている場

合にのみ，ベルギーですることができる。

第60条共同生活関係の準拠法

①共同生活関係は，最初に登録をした地の国の法律による。

② この法律は，特に，関係の成立要件，当事者の財産への関係の効果並びに関係

の解消の原因及ひ要件を定める。

③第54条の規定〔筆者注：財産の保護〕は，共同生活関係に準用する。ただし，

指定された法律に共同生活関係に関する規定がないときは，関係を登録した地の
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国の法律を適用する。

駒 Senat de Be単que,3・27/1・BZ2003, Proposition de loi po此副首leCode de droit in-

ternational prive, p.91.立法理由書は，ベルギー元老院ホームペ｝ジ（前掲注舗参照）

またはh抗:p:/lwww.ipr.be/：仕＿index.htn叫から入手可能。

側 Senatde Be.国que,3-27.斤－2003/2004, Rapport fait au nom de la commission de la 

j田ticepar抽neNyssens et M. Willems, pp.128, 335・336.この報告書もベルギー元老

院ホームページ（前掲注側参照）から入手可能。

的 これを紹介するものとして，長田真里「ベルギー国際私法立法案についてJ国際
私法年報4号（2002)122頁以下がある。

側管轄に関する 59条についても修正が加えられている。草案段階の条文に関して

は，長田・前掲帥142頁注36参照。

鋤 S白tatde Belgique, op. cit.個，3・27/1・BZ2003, p.93. 

側 Senatde Be単que,3・27/4・200212003Proposition de loi portant le Code de droit 

inぬmationalprive, Amendements, p.10.この修正理白書もベルギー元老院ホーム

ページ（前掲注舗参照）から入手可能。

。。 Senatde Be.国.que,op. cit.倒，8・・27n・2003/2004,p.135 s. 
間前掲注参照。

冊 SenatdeBe単que,op.cit.倒，3・27n・2003/2004,p.135, 140.登録国法を準拠法とす

る案は，コンセイユ・デタからも提示されていたが，草案段階でも本文に述べたの

と同様の理由からあまりに硬直的過ぎるとして採用きれなかった（Senatde Bel-

gique, op. cit.個，3-27/1-BZ 2003, p.93）。

側 Bundesgesetziiber die einge回 genePartne1叫 ta.ftgleichgeschlechtlicher P組問

vom 18. J副 2004(P山 .ersch出抑制（BBI2004, 3137). 

伺渡遁康彦「スイス連邦登録パートナーシップ法草案」徳島文理大学紀要64号

(2002) 65頁以下参照。

側第3章a 登録パートナーシップ

第65条a

第3章の規定は，第43条第2項及ぴ第44条第2項の規定を除き，登録パートナー

シップについて準用する。

第65条b

パートナー双方がスイスに住所を有さず，かつ，スイス国民でない場合において，

パートナーの一方の住所地で登録パートナーシップの解消に関する訴えの提起又は

申立てをすることができないときは，登録地であるスイス裁判所は，この訴え又は

申立てについて管特権を有する。
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第65条c

① 第3章の規定により適用される法律に登録パートナーシップに関する規定がな

いときは，スイス法を適用する。ただし，第49条についてはこの限りでない。

②パートナーらは，第52条第2項に掲げる法律のほか，パートナーシップを登録

した国の法律を選択することができる。

第65条d

外国の判決又は処分は，次に掲げる場合には，スイスにおいて承認される。

a 外国の判決又は処分がパートナーシップを登録した国で言い渡されたとき

b 第3章の規定によればスイスにおいて承認される管轄権を有する国で訴えの

提起又は申立てをすることができないとき

開仮草案および報告書は，スイス連邦法務省のホームページ（http://www.ofj.a也凶n.

ch/）から入手可能。

側 Botschaftzum Bundesgesetz iiber die eingetr唱enePartnerschaft gleichges訓 echt-

licher P回revom 29. November 2002, 02.090 （スイス連邦法務省のホームページ（前

掲注側参照）から入手可能）．

側 A.a.0.冊，S.1359.

鋤 Ebd.

010 第45条第3項外国で有効に締結された同性者聞の婚姻は，スイスでは畳録パー

トナーシップとして承認する。

倒 A.a.a.側，S.1360.

倒 AndreasBucher, Le Couple en droit international prive (2003), p.185 s. 

倒 オランダで登録されたパートナーシップと外国で登録されたパートナーシップと

を分けて規律する点や，財産法上の効力に関しパートナーシップ制度を有する国の

法律を選択することもできるなどの相違はある（Jakob,a.a.a. (2), S.42低）。試案が学

界からも好意的に受け入れられているにもかかわらず，なおも法典化にいたってい

ないのは，試案が出された後にオランダにおいて向性婚が認められたこととも関係

があるようであるが，外国の登録パートナーシップをめぐる動向をもう少し見守り

たいといったこともあるようである（Jakob,a.a.a. (2), S.46f.）。

回 同様にこの可能性を指摘するものとして，中西・前掲(1)65頁。

働婚姻が伝統的に生殖と子の養育を目的とする男女の結合であることや，憲法24条

の「両性の合意Jという表現，また民法731条の「男J，「女Jという表現や7印条
以下の「夫婦」という文言を用いていることからこのように解されている（上野雅

和『新版注釈民法（21）』 178頁（有斐閣， 1989），大村敦志『家族法』 124頁（有斐

閣， 1999）等参照）。
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師登録パートナーシップを内縁と同様に処理する可能性を指摘するものとして，中

西・前掲(1)65頁。

働 山田鎌一『新版国際私法』 436頁（有斐閣， 2003），溜池良夫「国際私法上におけ

る内縁J『国際家族法研究J175頁（有斐閣， 1985）・同『国際私法講義J457頁以
下（有斐閣，第2版， 1999），機回嘉章『国際私法』 2臼頁（有斐閣，第4脹， 2005）。

働 法例上に存在しない内縁という単位法律関係にあたるか否かをあえて問題とする

ことは適当でなく，そのような関係にある者の保護の問題は，それぞれの局面に適

用される準拠法上の判断に委ねるべきであるとする少数説も主張されている（浮木

敬郎・道垣内正人『国際私法入門』 109頁（有斐閣，第4版再訂版， 2000））。しか

し登録パートナーシップは，婚姻障碍類似の規定や登録を経ることにより一定の効

果が発生し，解消にあたっても何らかの要件やそれに伴う効果に関する規定を有し

ていることから，内縁よりもさらに婚姻に近似する法制度であり，少数説のいう

個々の局面に応じた対応では不十分と考える。

側 明白にこれを不要とする見解として山田・前掲倒436頁，必要とする見解として，

溜池・前掲倒『国際私法講義J457頁以下，楼回・前掲倒2臼頁がある。木棚照一
他『国際私法概論』 183頁以下（有斐閣，第3版， 1998）や青木清『基本法コンメ

ンタールJ94頁木棚照一他編（日本評論社， 1994）は，内縁は，社会的には夫婦関
係の実質がありながら法律上は正式の婚姻と認められない関係であり，婚姻に準ず

る法的効果が認められる事実上の夫婦関係であるとする点からは，溜池説に近いよ

うに思われる。溜池説によると，事実婚については統一的な法制度として準拠法を

考えず，その関係より生ずる法律関係について，代理，契約，不法行為，不当利得

その他の問題としてこれに関する国際私法の諸規則を適用して個別的に解決される

ことになる（溜池・前掲倒『国際私法講義J459, 460頁）。
帥溜池・前掲帥『国際私法講義』 459頁。

側 中西・前掲（1)55頁以下およびそこで掲げられている文献参照。

倒神前禎ほか『国際私法』 174,175頁（有斐閣， 2004）。

倒神前ほか・前掲倒174,175頁

倒神前ほか・前掲倒174頁。同様に内縁概念を事実婚一般と広くとらえつつ，内縁

について成立と効力を分けて独立の準拠法を考えた場合の問題点を指摘するものと

して，中西・前掲（1)62頁注202。

側上野・前掲倒179頁など参照。

的棚村政行「法律上の配偶者と事実上の配偶者との異同J法セ591号（2004)15頁。
大村・前掲帥125頁では，少なくとも契約的な保護を拒む必要はないとする。

側仮に向性婚を認めることが公序に反するとしても，一夫多妻婚についていわれる
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ように，その外国法の適用が先決問題の準拠法として問題となる場合には，その効

果が間接的となるから，日本の私法的社会秩序を害するにいたらず，したがって，

公序の問題とならない（溜池・前掲倒『国際私法講義』 207頁以下，木棚他・前掲

帥82頁以下）。

側 中西・前掲（1)64頁では，登録パートナーシップのために特段の規定を設けるに

は時期尚早であり，仮に実質法上法制度の創設等がされるとしても，互換性が認め

られない登録パートナーシップにつき双方的抵触規則により処理するのにふさわし

い問題であるかとの疑問が呈されている。

(I帥 もっとも，その必要性を主張するものもある（たとえば渡遺・前掲（6)104頁）。

(IOI）毎日新聞2002年8月17日日刊。

付記：：本稿注（1)でも述べたとおり，向性カップルの保護のあり方をめぐる諸国の状況

は非常にめまぐるしく変化しており，脱稿時の2004年8月末の時点から校正段階の

2005年2月までの聞でさえいくつかの動きが見られる。たとえば，まずスイスでは，

本稿2(2)(d）で紹介した登録パートナーシップ法が，これに反対する野党により約6万

7千もの署名が集められ，国民投票にかけられることとなったo次にスペイン（本稿

1および注側参照）では，向性婚を認める法案が国会審議を経て2005年にも施行さ

れる見通しとのことである（朝日新聞2004年10月2日夕刊）。そしてドイツでは，

現行の登録パートナーシップ法（本稿1参照）では婚姻カップルに比して向性カップ

ルに対する保護が不十分であるとして，これを改善するための新たな法案がだされて

いる。


